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を
図
る
た
め
、
必
要
な
改
正
を
行

う
も
の
。

【
主
な
内
容
】

１　
固
定
資
産
税

　

原
子
力
災
害
に
伴
う
平
成
25
年
度
固

定
資
産
税
の
減
免
等
は
、
次
表
の
と
お

り
で
あ
る
。

※
市
税
減
免
条
例
…
南
相
馬
市
原
子

力
災
害
に
よ
る
被
災
者
に
対
す
る
市

税
の
減
免
に
関
す
る
条
例

２　
軽
自
動
車
税

【
対
象
】

　

平
成
25
年
度
の
賦
課
期
日
時
点

に
警
戒
区
域
に
設
定
さ
れ
て
い
る

双
葉
郡
町
村
に
放
置
し
た
状
態
の

南
相
馬
市
登
録
の
軽
自
動
車
等
。

【
措
置
】

　

減
免
（
継
続
）

３　
施
行
日

　

交
付
の
日

○
南
相
馬
市
原
子
力
災
害
に
よ
る

被
災
者
に
対
す
る
市
税
の
減
免
に

関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
制
定

　

原
子
力
災
害
に
よ
る
被
災
者
に

対
す
る
平
成
25
年
度
の
固
定
資
産

税
及
び
軽
自
動
車
税
の
負
担
軽
減

南相馬市議会　新体制で体制でスタートスタート！！
定　

例　

会

1212月議会月議会
【第８回定例会】【第８回定例会】
　　12月議会は11月30日から12月19日までの20日間行われ、12月議会は11月30日から12月19日までの20日間行われ、
議案35件（条例関係13件、予算関係10件、専決処分の報告・議案35件（条例関係13件、予算関係10件、専決処分の報告・
承認1件、その他11件）、報告1件（損害賠償の額の決定及び和解、承認1件、その他11件）、報告1件（損害賠償の額の決定及び和解、
工事請負変更契約の締結）が審議され、原案通り可決されました。工事請負変更契約の締結）が審議され、原案通り可決されました。

条
例
制
定
関
係

①　土地及び家屋について①　土地及び家屋について（平成25年１月１日時点）（平成25年１月１日時点）

原子力災害による避難区域等 避難指示の有無 平成２５年度
居
住
困
難

区
域

帰還困難区域
継続（見込） 課税免除居住制限区域

避難指示解除準備区域
旧緊急時避難準備区域 無し ２分の１減額
その他の区域（30㎞圏外） 無し ２分の１減免

②　②　特定避難勧奨地点（居住用家屋とその敷地）特定避難勧奨地点（居住用家屋とその敷地）（平成25年１月１日時点）（平成25年１月１日時点）

③　償却資産③　償却資産（平成25年１月１日時点）（平成25年１月１日時点）

指定 世帯全員の避難 平成２５年度

有り

有　り 全　額　減　免

無　し
①の規定により、旧緊急時避難準備区域
内であれば、２分の１減額、その他の区
域内であれば２分の１減免を適用する。

原子力災害による避難区域等 使用又は使用見込 平成２５年度

居住困難地域・
避難指示解除準備区域

無　し 全額減免
有　り

課　　税
上記以外の区域

有　り
無　し 除　　却

居住困難区域及び避難指示解除準備区域以外で使用していない償
却資産は、減免ではなく、申告により除却とする。
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【
主
な
内
容
】

　

小
高
区
女
場
及
び
耳
谷
並
び
に
原
町

区
米
々
沢
地
区
を
災
害
危
険
区
域
と
し

て
指
定
す
る
区
域
に
追
加
す
る
も
の
。

・
平
成
24
年
度
南
相
馬
市
一
般
会
計

補
正
予
算

・
平
成
24
年
度
南
相
馬
市
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計
補
正
予
算

・
平
成
24
年
度
南
相
馬
市
介
護
保
険

特
別
会
計
補
正
予
算

・
平
成
24
年
度
南
相
馬
市
簡
易
水
道

事
業
特
別
会
計
補
正
予
算

・
平
成
24
年
度
南
相
馬
市
農
業
集
落

排
水
事
業
特
別
会
計
補
正
予
算

・
平
成
24
年
度
南
相
馬
市
後
期
高
齢

者
医
療
特
別
会
計
補
正
予
算

・
平
成
24
年
度
南
相
馬
市
水
道
事
業

会
計
補
正
予
算

・
平
成
24
年
度
南
相
馬
市
病
院
事
業

会
計
補
正
予
算

・
平
成
24
年
度
南
相
馬
市
工
業
用
水

道
事
業
補
正
予
算

・
平
成
24
年
度
南
相
馬
市
下
水
道
事

業
補
正
予
算

※
審
査
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
各

委
員
会
報
告
を
ご
覧
下
さ
い
。

・
平
成
23
年
度
南
相
馬
市
一
般
会
計

歳
入
歳
出
決
算
認
定

・
平
成
23
年
度
南
相
馬
市
特
別
会
計

定

例

会

○
南
相
馬
市
災
害
危
険
区
域
に
関

す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条

例
制
定

　

災
害
危
険
区
域
に
指
定
す
る
区
域

を
新
た
に
追
加
す
る
た
め
、
必
要
な
改

正
を
行
う
も
の
。

南相馬市議会　新体制で南相馬市議会　新体 スタート！

補
正
予
算
関
係

　

第
７
回
臨
時
会
は
、
平
成
24
年

10
月
25
日
に
開
催
さ
れ
、
左
記
の

議
案
が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

○
工
事
請
負
契
約
の
締
結

【
主
な
内
容
】

・
農
用
地
等
災
害
復
旧
事
業

　
　
　
　
　
　
（
前
向
地
区
）
工
事

【
施
工
場
所
】
南
相
馬
市
原
町
区
泉

【
契
約
の
相
手
方
】　
関
場
建
設
㈱

【
契
約
の
金
額
】　
３
億
７
千
275
万
円

【
契
約
の
方
法
】　
制
限
付
き
一
般
競
争
入
札

・
農
用
地
等
災
害
復
旧
事
業

　
　
　
　
　
　
（
塚
越
地
区
）
工
事

【
施
工
場
所
】
南
相
馬
市
原
町
区
泉

【
契
約
の
相
手
方
】
庄
司
建
設
工
業
㈱

【
契
約
の
金
額
】　
２
億
６
千
565
万
円

【
契
約
の
方
法
】　
制
限
付
き
一
般
競
争
入
札

第
７
回
臨
時
会

歳
入
歳
出
決
算
認
定　
　
　

10
件

・
平
成
23
年
度
南
相
馬
市
企
業
会
計

歳
入
歳
出
決
算
認
定　
　
　

４
件

※
審
査
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
決

算
審
査
特
別
委
員
会
報
告
を
ご
覧

下
さ
い
。

④　④　土地・家屋・償却資産の代替所得土地・家屋・償却資産の代替所得（平成24年中に取得した固定資産）（平成24年中に取得した固定資産）

原子力災害による
避難区域等

平成２５年度
土地 家屋 償却資産

居
住
困
難

地
域

帰還困難地域 住宅用地の特例 被災住宅の面積
に応じた減額

課税標準額
１／２
（４年間）居住制限区域

避難指示解除準備区域
住宅用地の特例 被災住宅の面積

に応じた減額
１／２減免
（４年間）計画的避難地域

本市には「計画的避難区域」は現在設定されていないが、近隣町村（川俣町・浪江町・葛尾村）に
は設定されていることから、その区域から本市に移住する場合を考慮し、市減免条例に規定している。

決
算
認
定
関
係

【改正内容】【改正内容】

区分
【改正前】 【改正後】

区　域　名（大字）

小高区 岡田、大井、塚原、角部内、蛯沢、浦尻、
下浦、行津、福岡、村上、井田川

岡田、大井、塚原、女場、角部内、蛯沢、浦尻、
下浦、行津、耳谷、福岡、村上、井田川

鹿島区 南右田、北右田、大内、烏崎、小島田、
北海老、南海老、北屋形、南柚木 （改正なし）

原町区 上渋佐、下渋佐、萱浜、雫、小浜、江井、
下江井、小沢、堤谷、泉、北泉、金沢

上渋佐、下渋佐、萱浜、雫、小浜、米々沢、江井、
下江井、小沢、堤谷、泉、北泉、金沢




